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1.0  重大事故等対策における共通事項 

1.0.1 重大事故等への対応に係る基本的な考え方 

(4) 手順書の整備、教育及び訓練の実施並びに体制の整備 

重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるよう、手順書を整備し、

教育及び訓練を実施するとともに、要員を確保する等の必要な体

制を整備する。 

（a） 手順書の整備 

重大事故等発生時において、事象の種類及び事象の進展に応

じて重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるよう手順書を整備

する。 

さらに、使用主体に応じた手順書として、運転員が使用する

手順書（以下「運転手順書」という。）、発電所緊急時対策本

部が使用する手順書（以下「緊急時対策本部用手順書」という。）

及び発電所緊急事態対策本部のうち支援組織が使用する手順書

（以下「支援組織用手順書」という。）を整備する。 

（ a-1）  全ての交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失、安全

系の機器若しくは計測器類の多重故障又は１号炉及び２号炉

の同時被災等の過酷な状態において、限られた時間の中で発

電用原子炉施設の状態の把握及び実施すべき重大事故等対

策の適切な判断に必要な情報の種類、その入手の方法及び判

断基準を整理し、運転手順書にまとめる。 

発電用原子炉施設の状態の把握が困難な場合にも対処で

きるよう、パラメータを計測する計器故障時に発電用原子炉

施設の状態を把握するための手順、パラメータの把握能力を
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超えた場合に発電用原子炉施設の状態を把握するための手順

及び計測に必要な計器電源が喪失した場合の手順を定める。 

具体的には、表 1.0.1 に示す「重大事故等対策における手

順書の概要」のうち「1.15 事故時の計装に関する手順等」

の内容を含むものとする。 

（ a-2）  炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損防止のため

に、最優先すべき操作等を迷うことなく判断し実施できるよ

う、あらかじめ判断基準を明確にした手順を以下のとおり運

転手順書に整備する。 

炉心損傷が避けられない状況においては、炉心へ注入する

べきか又は原子炉格納容器へ注水するべきか判断に迷い、原

子炉格納容器の破損に至らないよう、原子炉格納容器への注

水を最優先する判断基準を明確にした手順を整備する。 

炉心の著しい損傷又は原子炉格納容器の破損防止のために

注水する淡水源が枯渇又は使用できない状況においては、設

備への悪影響を懸念することなく、迷わず海水注入を行える

よう判断基準を明確にした手順を整備する。 

全交流動力電源喪失時等において、準備に長時間を要する

可搬型設備を必要な時期に使用可能とするため、準備に掛か

る時間を考慮の上、手順着手の判断基準を明確にした手順を

整備する。 

炉心の著しい損傷時において水素爆発を懸念し、水素制御

装置の必要な起動時期を見失うことがないよう、水素制御装

置を速やかに起動する判断基準を明確にした手順を整備する。 

その他、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損防止
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に必要な各操作については、重大事故等対処設備を必要な時

期に使用可能とするため、手順着手の判断基準を明確にした

手順を整備する。 

重大事故等対策時においては、設計基準事故時に用いる操

作の制限事項は適用しないことを明確にした手順を整備する。 

（ a-3）  重大事故等対策の実施において、財産（設備等）保護よ

りも安全を優先する共通認識を持ち、行動出来るよう、社長

があらかじめ方針を示す。 

重大事故等発生時の運転操作において、当直課長が躊躇せ

ず指示できるよう、財産（設備等）保護よりも安全を優先す

る方針に基づき定めた判断基準を、運転手順書に整備する。 

重大事故等発生時の発電所の緊急時対策本部活動におい

て、重大事故等対策を実施する際に、発電所の緊急時対策本

部長が、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に従

った判断を実施する。また、財産（設備等）保護よりも安全

を優先する方針に基づき定めた判断基準を、緊急時対策本部

用手順書に整備する。 

（ a-4）  重大事故等対策時に使用する手順書として、発電所内の

実施組織と支援組織が連携し事故の進展状況に応じて具体

的な重大事故等対策を実施するため、運転員用及び支援組織

用の手順書を適切に定める。 

運転手順書は、重大事故等対策を的確に実施するために、

事故の進展状況に応じて構成し定める。 

緊急時対策本部用手順書に、体制、通報及び緊急時対策本

部内の連携等について明確にし、その中に支援組織用手順書
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を整備し、支援の対応等、重大事故等対策を的確に実施する

ための必要事項を明確に示した手順を定める。 

なお、運転手順書は、事故の進展状況に応じて、構成を明

確化にし、手順書相互間を的確に移行できるよう、移行基準

を明確にする。 

事故発生時は、事象の判別を行う手順書により事象判別を

行い、故障及び設計基準事象に対処する運転手順書に移行す

る。また、多重故障等により安全機能が喪失した場合は、炉

心の著しい損傷及び格納容器破損を防止する運転手順書（事

象ベース）に移行する。 

事象判別を行っている場合又は事象ベースの運転手順書に

て事故対応操作中は、安全機能パラメータを常に監視し、あ

らかじめ定めた適用条件が成立すれば、炉心の著しい損傷及

び格納容器破損を防止する運転手順書の安全機能ベースの運

転手順書に移行する。 

ただし、原因が明確でかつその原因除去あるいは対策が優

先されるべき場合は、安全機能ベースの運転手順書には移行

せず、その原因に対する事象ベースの運転手順書を優先する。 

多重故障が解消され安全機能が回復すれば、故障及び設計

基準事象に対処する運転手順書に戻り処置を行う。 

炉心の著しい損傷及び格納容器破損を防止する運転手順

書による対応で事故収束せず炉心損傷に至った場合は、炉心

の著しい損傷が発生した場合に対処する運転手順書に移行し

対応処置を実施する。 

（b） 教育及び訓練の実施 
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運転員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部

要員は、重大事故等発生時において、事象の種類及び事象の進

展に応じて的確かつ柔軟に対処するために必要な力量を確保す

るため、教育及び訓練を継続的に実施する。 

必要な力量の確保に当たっては、原則、重大事故等発生時の

発電所対策本部の体制を通常時の組織の業務と対応するように

定め、通常時の実務経験を通じて付与される力量に加え、事故

時対応の知識及び技能について要員の役割に応じた教育及び訓

練を定められた頻度、内容で計画的に実施することにより運転

員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部要員の

力量の維持及び向上を図る。 

教育及び訓練の頻度と力量評価の考え方は、以下のとおりと

し、この考え方に基づき教育及び訓練の計画を定め、実施する。 

・  各要員に対し必要な教育及び訓練項目を年１回以上実施

し、評価することにより、力量が維持されていることを確

認する。 

・  各要員が力量の維持及び向上を図るためには、各要員に

応じた複数の教育及び訓練項目を受ける必要がある。複数

の教育及び訓練項目で、手順が類似する項目については、

年１回以上、毎年繰り返すことにより、各手順を習熟し、

力量の維持及び向上を図る。 

・  重大事故等対策における中央制御室での操作及び動作状

況確認等の短時間で実施できる操作以外の作業や操作につ

いて、表 1.0.2 に示す「重大事故等対策における操作の成

立性」の必要な要員数及び想定時間にて対応できるよう、
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教育及び訓練により効率的かつ確実に実施できることの確

認を行う。 

運転員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部

要員の対象者については、重大事故等発生時における事象の種

類及び事象の進展に応じて的確かつ柔軟に対処できるよう、各

要員の役割に応じた教育及び訓練（検証）を実施し、計画的に

評価することにより力量を付与し、運転開始前までに力量を付

与された要員を必要人数配置する。 

重大事故等対策活動のための要員を確保するため、以下の基

本方針に基づき教育及び訓練を実施する。 

（ b-1）  重大事故等対策は、幅広い発電用原子炉施設の状況に応

じた対策が必要であることを踏まえ、重大事故等発生時の発

電用原子炉施設の挙動に関する知識の向上を図ることのでき

る教育及び訓練等を実施する。 

（ b-2）  運転員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策

本部要員の各役割に応じて、重大事故等よりも厳しいプラン

ト状態となった場合でも対応できるよう、過酷事故の内容、

基本的な対処方法等、定期的に知識ベースの理解向上に資す

る教育を行う。 

重大事故等発生時のプラント状況の把握、的確な対応操作

の選択等実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認

するための演習等を定期的に計画する。 

（ b-3）  重大事故等の事故状況下において復旧を迅速に実施する

ために、普段から保守点検活動を社員自らが行って部品交換

等の実務経験を積むことなどにより発電用原子炉施設及び予
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備品等について熟知する。 

（ b-4）  事故時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、

重大事故等発生時の事象進展により高線量下になる場所を想

定し放射線防護具を使用した事故時対応訓練、夜間及び降雨

並びに強風等の悪天候下等を想定した事故時対応訓練を実

施する。 

（ b-5）  事故時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、

設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアル

が即時に利用できるよう、普段から保守点検活動等を通じて

準備し、それらの情報及びマニュアルを用いた事故時対応訓

練を行う。 

（c） 体制の整備 

重大事故等発生時において重大事故等に対応するための体制

として、以下の基本方針に基づき整備する。 

（ c-1）  重大事故等対策を実施する実施組織及びその支援組織の

役割分担及び責任者などを定め、効果的な重大事故等対策を

実施し得る体制を整備する。重大事故等の原子力災害が発生

するおそれがある場合又は発生した場合に、事故原因の除去、

原子力災害の拡大防止及びその他の必要な活動を迅速かつ円

滑に行うため、所長（原子力防災管理者）は、緊急時体制を

発令し、要員の非常召集、通報連絡を行い、発電所に自らを

本部長とする緊急時対策本部（以下「発電所対策本部」とい

う。）を設置して対処する。 

発電所対策本部に、重大事故等対策を実施する実施組織、

実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織及び実施
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組織が事故対策に専念できる環境を整える運営支援組織を編

成し、組織が効果的に重大事故等対策を実施できるよう、専

門性及び経験を考慮した作業班の構成を行う。また、各班の

役割分担、責任者である班長を定め、指揮命令系統を明確に

し効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備する。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故等が発生した場合の

原子力防災組織において、その職務に支障をきたすことがな

いよう、独立性が確保できる組織に配置（指令部の本部付）

する。発電用原子炉主任技術者は、重大事故等が発生した場

合、重大事故等対策における発電用原子炉施設の運転に関し

保安監督を誠実かつ、最優先に行うことを任務とする。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故時等において、発電

用原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は、運転に従事

する者（所長を含む。）へ指示を行い、発電所対策本部の本

部長は、その指示を踏まえ方針を決定する。 

時間外、休日（夜間）に重大事故等が発生した場合、重大

事故等対策要員のうち緊急時対策本部要員は、発電用原子炉

主任技術者が発電用原子炉施設の運転に関する保安の監督

を誠実に行うことができるよう、通信連絡手段により必要の

都度、情報連絡（プラントの状況、対策の状況）を行い、発

電用原子炉主任技術者は、その情報連絡を受け、発電用原子

炉施設の運転に関し保安上必要な場合は指示を行う。 

発電用原子炉主任技術者は、連絡により発電所に非常召集

する。重大事故等の発生連絡を受けた後、発電所に駆けつけ

られるよう、非常召集ルート圏内に１号炉及び２号炉の発電
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用原子炉主任技術者を２名配置する。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故等対策に係る手順書

の整備に当たって、保安上必要な事項について確認を行う。 

（ c-2）  実施組織を、運転員等により事故拡大防止に必要な運転

上の措置を実施する班、発電設備の応急復旧計画の策定及び

措置を実施する班、発電所及びその周辺（周辺海域）におけ

る放射線量並びに放射性物質の濃度の状況把握及び災害対

策活動に従事する要員の被ばく管理を実施する班、建物及び

構築物の応急復旧計画の策定及び措置を実施する班で構成し、

必要な役割の分担を行い重大事故等対策が円滑に実施できる

体制を整備する。 

（ c-3）  実施組織は、１号炉及び２号炉において同時に重大事故

が発生した場合において以下のとおり対応できる組織とする。 

発電所対策本部は、１号炉及び２号炉の同時被災の場合

において、本部長の指示により号炉ごとに指名した指揮者

の指示のもと、号炉ごとの情報収集や事故対策の検討を行

う。 

実施組織である緊急時対策本部要員及び重大事故等対策

要員を発電所近傍に常時確保し、１号炉及び２号炉の同時

被災が発生した場合においても、確保した重大事故等対策

要員により、重大事故等対処設備を使用して炉心損傷防止

及び原子炉格納容器破損防止の重大事故対策に対応できる

体制とする。 

発電用原子炉主任技術者は、原子炉ごとに選任する。担

当号炉のプラント状況把握及び事故対策に専念することに
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より、１号炉及び２号炉の同時被災を想定した場合におい

ても指示を的確に実施する。 

１号炉及び２号炉の発電用原子炉主任技術者は、１号炉

及び２号炉同時被災時に、号炉ごとの保安監督を誠実かつ、

最優先に行う。 

また、実施組織による重大事故等対策の実施に当たり、

号炉ごとに選任した発電用原子炉主任技術者は、発電所対

策本部から得られた情報に基づき重大事故等の拡大防止又

は影響緩和に関し、保安上必要な場合は、運転に従事する

者（所長を含む。）へ指示を行い、事故の拡大防止又は影

響緩和を図る。 

（ c-4）  発電所対策本部には、支援組織として技術支援組織と運

営支援組織を設ける。 

技術支援組織は、事故拡大防止のための運転措置の支援

及び保安上の技術的支援を行う班、運営支援組織は、実施

組織が重大事故等対策に専念できる環境を整えるため発電

所対策本部の運営及び情報の収集を行う班、関係地方公共

団体の対応及び報道機関等の社外対応を行う班、防災資機

材の整備を行う班、避難者の誘導を行う班で構成する。 

（ c-5）  重大事故等対策の実施が必要な状況において、緊急時体

制を発令し、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部要員の

非常召集連絡を行い、所長（原子力防災管理者）を本部長と

する発電所対策本部を設置する。その中に実施組織及び支援

組織を設置し重大事故等の対策を実施する。 

時間外、休日（夜間）においては、重大事故等が発生した
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場合、速やかに対策の対応を行うため、発電所内又は発電所

近傍に緊急時対策本部要員及び重大事故等対策要員を常時

確保し、体制を強化する。 

なお、地震により緊急呼出システムが正常に機能しない等

の通信障害によって非常召集連絡ができない場合でも地震の

発生により発電所に自動参集する体制を整備する。 

重大事故等が発生した場合に速やかに対応するために実施

組織として必要な要員は、原子力防災組織の統括管理及び全

体指揮を行う全体指揮者、号炉ごとの統括管理及び号炉ごと

の指揮を行う指揮者並びに通報連絡を行う通報連絡者の緊急

時対策本部要員４名、運転操作指揮、号炉間連絡、運転操作

助勢及び運転操作対応を行う運転員の当直員 12 名並びに運

転対応及び保修対応を行う重大事故等対策要員 36 名の合計

52 名を確保する。 

重大事故等が発生した場合、重大事故等対策要員のうち初

動対応要員は、中央制御室に参集するとともに、緊急時対策

本部要員と初動後対応要員は、緊急時対策所（指揮所）又は

緊急時対策所（緊急時対策棟内）に参集し、通報連絡、給水

確保及び電源確保等の各要員の任務に応じた対応を行う。 

重大事故等の対応については、高線量下の対応においても、

社員及び協力会社社員を含め要員を確保する。 

病原性の高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新

感染症等が発生し、所定の重大事故等対策要員に欠員が生じ

た場合は、休日、時間外（夜間）を含め重大事故等対策要員

の補充を行うとともに、そのような事態に備えた重大事故等
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対策要員の体制に係る管理を行う。 

重大事故等対策要員の補充の見込みが立たない場合は、原

子炉停止等の措置を実施し、確保できる要員で、安全が確保

できる原子炉の運転状態に移行する。 

また、あらかじめ定めた連絡体制に基づき、時間外、休日

（夜間）を含めて必要な要員を非常召集できるよう、定期的

に通報連絡訓練を実施する。 

（c-6）  重大事故等対策の実施組織及び支援組織の各班の機能は、

上記（c-2）項及び（c-4）項のとおり明確にするとともに、

各班に責任者である班長及び副班長を配置する。 

（ c-7）  発電所対策本部における指揮命令系統を明確にするとと

もに、指揮者である本部長の所長（原子力防災管理者）及び

班長が欠けた場合に備え、代行者と代行順位をあらかじめ定

め明確にする。 

（c-8）実施体制が実効的に活動するための施設及び設備等を整備

する。 

重大事故等が発生した場合において、実施組織及び支援組

織が定められた役割を遂行するために、関係箇所との連携を

図り迅速な対応により事故対応を円滑に実施することが必要

なことから、支援組織が、発電所内外に通信連絡を行い関係

箇所と連携を図るための統合原子力防災ネットワークに接続

する通信連絡設備等（テレビ会議システムを含む）を備えた

緊急時対策所（指揮所）又は緊急時対策所（緊急時対策棟内）

を整備する。さらに、実施組織が中央制御室、緊急時対策所

（指揮所）又は緊急時対策所（緊急時対策棟内）及び現場と
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の連携を図るため、携帯型有線通話装置等を整備する。 

（ c-9）  支援組織は、発電用原子炉施設の状態及び重大事故等対

策の実施状況について、原子力施設事態即応センターに設置

する本店対策本部等の発電所内外の組織への通報及び連絡

を実施できるように衛星携帯電話設備及び統合原子力防災ネ

ットワークに接続する通信連絡設備を用いて、広く情報提供

を行うことができる体制を整備する。 

発電所対策本部の運営及び情報の収集を行う班が、本店対

策本部と発電所対策本部間において発電所の状況及び重大

事故等対策の実施状況の情報共有を行う。また、報道発表及

び外部からの問い合わせ対応等については、本店対策本部の

広報活動を行う班で実施し、発電所対策本部が事故対応に専

念でき、かつ、発電所内外へ広く情報提供を行うことができ

る体制を整備する。 

（c-10）  重大事故等発生時に、発電所外部からの支援を受けるこ

とができるように支援体制を整備する。 

発電所における緊急時体制発令の報告を受け、本店におけ

る緊急時体制を発令した場合、速やかに原子力施設事態即応

センターに発電所外部の支援組織である本店対策本部を設置

し、原子力部門のみでなく他部門も含めた全社大での体制に

て原子力災害対策活動を実施する。 

本店対策本部は、発電所対策本部が事故対応に専念できる

よう、情報収集及び災害状況の把握を行う班、事故拡大防止

措置の支援を行う班、外部電源や通信連絡設備に関する支援

を行う班、広報活動を行う班及び資機材の調達運搬を行う班
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で構成する。 

本店対策本部は、原子力事業所災害対策支援拠点の設置が

必要と判断した場合、あらかじめ選定している施設の候補の

中から放射性物質が放出された場合の影響等を勘案した上で

原子力事業所災害対策支援拠点を指定し、必要な要員を派遣

するとともに、災害対策支援に必要な資機材等の運搬を実施

する。 

本店対策本部は、他の原子力事業者及び原子力緊急事態支

援組織へ技術的な支援が受けられる体制を整備する。 

（c-11）  重大事故等発生後の中長期的な対応が必要となる場合に

備えて、社内外の関係各所と連係し、適切かつ効果的な対応

を検討できる体制を整備する。 

重大事故等発生時に原子炉格納容器の設計圧力及び温度

に近い状態が継続する場合等に備えて、機能喪失した設備の

保守を実施するための放射線量低減及び放射性物質を含んだ

汚染水が発生した際の汚染水の処理等の事態収束活動を円

滑に実施するため、平時から必要な対応を検討できる協力活

動体制を継続して構築する。 
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1.0.2  共通事項 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

＜要求事項＞ 

発電用原子炉設置者において、重大事故等に的確かつ柔軟に対処

できるよう、あらかじめ手順書を整備し、訓練を行うとともに人員

を確保する等の必要な体制の適切な整備が行われているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、全ての交流動力電源及び常設

直流電源系統の喪失、安全系の機器若しくは計測器類の多重故

障又は複数号機の同時被災等を想定し、限られた時間の中にお

いて、発電用原子炉施設の状態の把握及び実施すべき重大事故

等対策について適切な判断を行うため、必要となる情報の種類、

その入手の方法及び判断基準を整理し、まとめる方針であるこ

と。 

ｂ）発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準を

あらかじめ明確化する方針であること。（ほう酸水注入系(SLCS)、

海水及び格納容器圧力逃がし装置の使用を含む。） 

ｃ）発電用原子炉設置者において、財産（設備等）保護よりも安

全を優先する方針が適切に示されていること。 

ｄ）発電用原子炉設置者において、事故の進展状況に応じて具体

的な重大事故等対策を実施するための、運転員用及び支援組織
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用の手順書を適切に定める方針であること。なお、手順書が、

事故の進展状況に応じていくつかの種類に分けられる場合は、

それらの構成が明確化され、かつ、各手順書相互間の移行基準

を明確化する方針であること。 

ｅ）発電用原子炉設置者において、具体的な重大事故等対策実施

の判断基準として確認される水位、圧力及び温度等の計測可能

なパラメータを手順書に明記する方針であること。また、重大

事故等対策実施時のパラメータ挙動予測、影響評価すべき項目

及び監視パラメータ等を、手順書に整理する方針であること。

ｆ）発電用原子炉設置者において、前兆事象を確認した時点での

事前の対応(例えば大津波警報発令時の原子炉停止 ･冷却操作 )

等ができる手順を整備する方針であること。 

（4） 手順書の整備、教育及び訓練の実施並びに体制の整備 

重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるよう、手順書を整備し、

教育及び訓練を実施するとともに、要員を確保する等の必要な体制

を整備する。 

 

ａ．手順書の整備 

重大事故等発生時において、事象の種類及び事象の進展に応じて

重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるよう手順書を整備する。 

さらに、使用主体に応じた手順書として、運転員が使用する手順

書（以下「運転手順書」という。）、発電所緊急時対策本部が使用す

る手順書（以下「緊急時対策本部用手順書」という。）及び発電所緊

急事態対策本部のうち支援組織が使用する手順書（以下「支援組織

用手順書」という。）を整備する。 
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(a) 全ての交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失、安全系の機

器若しくは計測器類の多重故障又は１号炉及び２号炉の同時被災

等の過酷な状態において、限られた時間の中で発電用原子炉施設

の状態の把握及び実施すべき重大事故等対策の適切な判断に必要

な情報の種類、その入手の方法及び判断基準を整理し、運転手順

書にまとめる。 

発電用原子炉施設の状態の把握が困難な場合にも対処できるよ

う、パラメータを計測する計器故障時に発電用原子炉施設の状態

を把握するための手順、パラメータの把握能力を超えた場合に発

電用原子炉施設の状態を把握するための手順及び計測に必要な計

器電源が喪失した場合の手順を定める。 

具体的には、表 1.0.1 に示す「重大事故等対策における手順書

の概要」のうち「1.15 事故時の計装に関する手順等」の内容を含

むものとする。 

 

(b) 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損防止のために、最

優先すべき操作等を迷うことなく判断し実施できるよう、あらか

じめ判断基準を明確にした手順を以下のとおり運転手順書に整備

する。 

炉心損傷が避けられない状況においては、炉心へ注入するべき

か又は原子炉格納容器へ注水するべきか判断に迷い、原子炉格納

容器の破損に至らないよう、原子炉格納容器への注水を最優先す

る判断基準を明確にした手順を整備する。 

炉心の著しい損傷又は原子炉格納容器の破損防止のために注水
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する淡水源が枯渇又は使用できない状況においては、設備への悪

影響を懸念することなく、迷わず海水注入を行えるよう判断基準

を明確にした手順を整備する。 

全交流動力電源喪失時等において、準備に長時間を要する可搬

型設備を必要な時期に使用可能とするため、準備に掛かる時間を

考慮の上、手順着手の判断基準を明確にした手順を整備する。 

炉心の著しい損傷時において水素爆発を懸念し、水素制御装置

の必要な起動時期を見失うことがないよう、水素制御装置を速や

かに起動する判断基準を明確にした手順を整備する。 

その他、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損防止に必

要な各操作については、重大事故等対処設備を必要な時期に使用

可能とするため、手順着手の判断基準を明確にした手順を整備す

る。 

重大事故等対策時においては、設計基準事故時に用いる操作の

制限事項は適用しないことを明確にした手順を整備する。 

 

(c) 重大事故等対策の実施において、財産（設備等）保護よりも安

全を優先する共通認識を持ち、行動出来るよう、社長があらかじ

め方針を示す。 

重大事故等発生時の運転操作において、当直課長が躊躇せず指

示できるよう、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に

基づき定めた判断基準を、運転手順書に整備する。 

重大事故等発生時の発電所の緊急時対策本部活動において、重

大事故等対策を実施する際に、発電所の緊急時対策本部長が、財

産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に従った判断を実施
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する。また、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基

づき定めた判断基準を、緊急時対策本部用手順書に整備する。 

 

(d) 重大事故等対策時に使用する手順書として、発電所内の実施組

織と支援組織が連携し事故の進展状況に応じて具体的な重大事故

等対策を実施するため、運転員用及び支援組織用の手順書を適切

に定める。 

なお、降灰、竜巻等の自然災害による重大事故等対処設備への

影響を低減させるため、火山灰の除灰及び竜巻時の固縛等の対処

を行う手順についても整備する。 

運転手順書は、重大事故等対策を的確に実施するために、事故

の進展状況に応じて、以下のように構成し定める。 

・ 警報に対処する運転手順書 

機器の異常を検知する警報発信時の対応処置に使用 

・ 事象の判別を行う運転手順書 

原子炉トリップ及び非常用炉心冷却設備作動直後に実施すべき

事象の判別及び対応処置に使用 

・ 故障及び設計基準事象に対処する運転手順書 

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の対応措置に使用 

・ 炉心の著しい損傷及び格納容器破損を防止する運転手順書 

安全機器の多重故障等が発生し、設計基準事故を超えた場合の

対応措置に使用 

・ 炉心の著しい損傷が発生した場合に対処する運転手順書 （安

全機能ベースと事象ベースで構成） 

炉心損傷時に、炉心の著しい損傷の緩和及び原子炉格納容器破
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損を防止するために実施する対応措置に使用 

実施組織が重大事故等対策を的確に実施するためのその他の対

応手順として、大気、海洋への放射性物質の拡散の抑制、中央制

御室、モニタリング設備、緊急時対策本部及び通信連絡設備に関

する手順書を定める。 

緊急時対策本部用手順書に、体制、通報及び緊急時対策本部内

の連携等について明確にし、その中に支援組織用手順書を整備し、

支援の対応等重大事故等対策を的確に実施するための必要事項を

明確に示した手順を定める。 

なお、運転手順書は、事故の進展状況に応じて、構成を明確に

し、手順書相互間を的確に移行できるよう、移行基準を明確にす

る。 

事故発生時は、事象の判別を行う手順書により事象判別を行い、

事象ベースの手順書である、故障及び設計基準事象に対処する運

転手順書に移行する。また、安全系の機器もしくは計測器類の多

重故障等により安全機能が喪失した場合は、炉心の著しい損傷及

び格納容器破損を防止する運転手順書（事象ベース）に移行する。 

事象の判別を行う運転手順書により事象判別を行っている場合

又は事象ベースの運転手順書にて事故対応操作中は、安全機能パ

ラメータ（未臨界性、炉心の冷却機能、蒸気発生器の除熱機能、

原子炉格納容器の健全性、放射能放出防止及び１次系保有水の維

持）を常に監視し、あらかじめ定めた適用条件が成立すれば、炉

心の著しい損傷及び格納容器破損を防止する運転手順書の安全機

能ベースの運転手順書に移行する。 

ただし、原因が明確でかつその原因除去あるいは対策が優先さ
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れるべき場合は、安全機能ベースの運転手順書には移行せず、そ

の原因に対する事象ベースの運転手順書を優先する。 

多重故障が解消され安全機能が回復すれば、故障及び設計基準

事象に対処する運転手順書に戻り処置を行う。 

炉心の著しい損傷及び格納容器破損を防止する運転手順書によ

る対応で事故収束せず炉心損傷に至った場合は、炉心の著しい損

傷が発生した場合に対処する運転手順書に移行し対応処置を実施

する。 
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【解釈】 

２ 訓練は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策は幅広い発電用

原子炉施設の状況に応じた対策が必要であることを踏まえ、その

教育訓練等は重大事故等時の発電用原子炉施設の挙動に関する

知識の向上を図ることのできるものとする方針であること。 

 

ｂ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する要員

の役割に応じて、定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を

行うとともに、下記３a）に規定する実施組織及び支援組織の実

効性等を総合的に確認するための演習等を計画する方針であるこ

と。 

 

ｃ）発電用原子炉設置者において、普段から保守点検活動を自らも

行って部品交換等の実務経験を積むことなどにより、発電用原子

炉施設及び予備品等について熟知する方針であること。 

 

ｄ）発電用原子炉設置者において、高線量下、夜間及び悪天候下等

を想定した事故時対応訓練を行う方針であること。 

 

ｅ）発電用原子炉設置者において、設備及び事故時用の資機材

           等に関する情報並びにマニュアルが即時

に利用できるよう、普段から保守点検活動等を通じて準備し、及

びそれらを用いた事故時対応訓練を行う方針であること｡  
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ｂ．教育及び訓練の実施 

運転員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部要員は、

重大事故等発生時において、事象の種類及び事象の進展に応じて的

確かつ柔軟に対処するために必要な力量を確保するため、教育及び

訓練を継続的に実施する。 

必要な力量の確保に当たっては、原則、重大事故等発生時の発電

所対策本部の体制を通常時の組織の業務と対応するように定め、通

常時の実務経験を通じて付与される力量に加え、事故時対応の知識

及び技能について要員の役割に応じた教育及び訓練を定められた頻

度、内容で計画的に実施することにより運転員（当直員）、重大事故

等対策要員及び緊急時対策本部要員の力量の維持及び向上を図る。 

教育及び訓練の頻度と力量評価の考え方は、以下のとおりとし、

この考え方に基づき教育及び訓練の計画を定め、実施する。 

・ 各要員に対し必要な教育及び訓練項目を年１回以上実施し、

評価することにより、力量が維持されていることを確認する。 

・  各要員が力量の維持及び向上を図るためには、各要員に応

じた複数の教育及び訓練項目を受ける必要がある。複数の教

育及び訓練項目で、手順が類似する項目については、年１回

以上、毎年繰り返すことにより、各手順を習熟し、力量の維

持及び向上を図る。 

・ 複数の教育訓練項目での手順の類似がない項目については、

教育及び訓練を年２回以上実施する。その方法は、当該手順

の単純さ、複雑さの特徴を踏まえ、力量の維持及び向上に有

効な方法で実施する。 

・  重大事故等対策における中央制御室での操作及び動作状況
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確認等の短時間で実施できる操作以外の作業や操作について、

表 1.0.2 に示す「重大事故等対策における操作の成立性」の

必要な要員数及び想定時間にて対応できるよう、教育及び訓

練により効率的かつ確実に実施できることの確認を行う。 

・  教育及び訓練の実施結果により、手順、資機材及び体制に

ついて改善要否を評価し、必要により手順、資機材の改善、

教育及び訓練計画への反映を行い、力量を含む対応能力の向

上を図る。 

運転員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部要員の

対象者については、重大事故等発生時における事象の種類及び事象

の進展に応じて的確かつ柔軟に対処できるよう、各要員の役割に応

じた教育及び訓練（検証）を実施し、計画的に評価することにより

力量を付与し、運転開始前までに力量を付与された要員を必要人数

配置する。 

重大事故等対策活動のための要員を確保するため、以下の基本方

針に基づき教育及び訓練を実施する。 

計画（Ｐ）、実施（Ｄ）、評価（Ｃ）、改善（Ａ）のプロセスを適切

に実施し、PDCA サイクルを回すことで、必要に応じて手順書の改善、

体制の改善等の継続的な重大事故等対策の改善を図る。 

 

(a) 重大事故等対策は、幅広い発電用原子炉施設の状況に応じた対

策が必要であることを踏まえ、重大事故等発生時の発電用原子炉

施設の挙動に関する知識の向上を図ることのできる教育及び訓練

等を実施する。 
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重大事故等が発生した場合にプラント状態を早期に安定な状態

に導くための的確な状況把握、確実及び迅速な対応を実施するた

めに必要な知識について、運転員（当直員）、重大事故等対策要

員及び緊急時対策本部要員の役割に応じた、教育及び訓練を定期

的に実施する。 

 

(b) 運転員（当直員）、重大事故等対策要員及び緊急時対策本部要員

の各役割に応じて、重大事故等よりも厳しいプラント状態となっ

た場合でも対応できるよう、過酷事故の内容、基本的な対処方法

等、定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行う。 

重大事故等発生時のプラント状況の把握、的確な対応操作の選

択等実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための

演習等を定期的に計画する。 

運転員（当直員）に対しては、知識の向上と手順書の実効性を

確認するため、シミュレータ訓練を実施する。シミュレータ訓練

は、従来からの設計基準事故等に加え、重大事故等に対し適切に

対応できるよう計画的に実施する。なお、シミュレータ訓練につ

いては、重大事故等が発生した時の対応力を養成するため、手順

に従った対応中において判断に用いる監視計器の故障や動作すべ

き機器の不動作、多岐にわたる機器の故障を模擬し、関連パラメ

ータによる事象判断能力、代替手段による復旧対応能力等の運転

操作の対応能力向上を図る。 

重大事故等対策要員に対しては、発電用原子炉施設の冷却機能

の回復のために必要な電源確保及び可搬型設備を使用した水源確

保の対応操作を習得することを目的に、手順の内容理解を図るた
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めの机上教育、資機材の取り扱い方法の習得を図るための模擬訓

練又は実働訓練を実施する。 

緊急時対策本部要員である実施組織及び支援組織に対しては、

重大事故等発生時のプラント状況の把握、的確な対応操作の選択、

確実な指揮命令の伝達等の一連の発電所対策本部機能、支援組織

の位置付け、実施組織との連携及び手順書の構成に関する机上教

育を実施する。 

 

(c) 重大事故等の事故状況下において復旧を迅速に実施するために、

発電用原子炉施設及び予備品等について熟知し、普段から保守点

検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積むことが必

要なため、以下の活動を行う。 

運転員（当直員）は、通常時に実施する項目を定めた手順書に

基づき、設備の巡視点検、定期点検及び運転に必要な操作を社員

自らが行う。 

重大事故等対策要員及び緊急時対策本部要員のうち保修課員は、

原子力訓練センターにてポンプ、弁設備の分解点検、調整、部品

交換の実習を社員自らが実施することにより技能及び知識の向上

を図る。更に、設備の点検においては、保守実施方法をまとめた

手順書に基づき、現場に立ち、巡視点検、分解機器の状況確認、

組立状況確認及び試運転の立会確認を行うとともに、作業手順書

の内容確認及び作業工程検討などの保守点検活動を社員自らが行

う。 

重大事故等の対策については、重大事故等対策要員及び緊急時

対策本部要員が可搬型重大事故等対処設備の設置、配管接続、ケ
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ーブルの布設接続、放出される放射性物質の濃度、放射線の量の

測定及びアクセスルートの確保、その他の重大事故等対策の資機

材を用いた対応訓練を社員自らが行う。 

 

(d) 事故時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、重大事

故等発生時の事象進展により高線量下になる場所を想定し放射線

防護具を使用した事故時対応訓練、夜間及び降雨並びに強風等の

悪天候下等を想定した事故時対応訓練を実施する。 

 

(e) 事故時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために、設備及

び事故時用の資機材等に関する情報並びにマニュアルが即時に利

用できるよう、普段から保守点検活動等を通じて準備し、それら

の情報及びマニュアルを用いた事故時対応訓練を行う。  

それらの情報及びマニュアルを用いて、事故時対応訓練を行う

ことで、設備資機材の保管場所、保管状態を把握し、取扱いの習

熟を図るとともに、情報及びマニュアルの管理を実施する。 
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【解説】 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する実

施組織及びその支援組織の役割分担及び責任者などを定め、効

果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備する方針である

こと。 

 

ｂ）実施組織とは、運転員等により構成される重大事故等対策を

実施する組織をいう。 

 

ｃ）実施組織は、工場等内の全発電用原子炉施設で同時に重大事

故が発生した場合においても対応できる方針であること。 

 

ｄ）支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支

援組織及び実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整え

る運営支援組織等を設ける方針であること。 

 

ｅ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施が必要

な状況においては、実施組織及び支援組織を設置する方針であ

ること。また、あらかじめ定めた連絡体制に基づき、夜間及び

休日を含めて必要な要員が招集されるよう定期的に連絡訓練を

実施することにより円滑な要員招集を可能とする方針であるこ

と。 

 

ｆ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施組織及
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び支援組織の機能と支援組織内に設置される各班の機能が明確

になっており、それぞれ責任者を配置する方針であること。 

 

ｇ）発電用原子炉設置者において、指揮命令系統を明確化する方

針であること。また、指揮者等が欠けた場合に備え、順位を定

めて代理者を明確化する方針であること。 

 

ｈ）発電用原子炉設置者において、上記の実施体制が実効的に活

動するための施設及び設備等を整備する方針であること。 

 

ｉ）支援組織は、発電用原子炉施設の状態及び重大事故等対策の

実施状況について、適宜工場等の内外の組織へ通報及び連絡を

行い、広く情報提供を行う体制を整える方針であること。 

 

ｊ）発電用原子炉設置者において、工場等外部からの支援体制を

構築する方針であること。 

 

ｋ）発電用原子炉設置者において、重大事故等の中長期的な対応

が必要となる場合に備えて、適切な対応を検討できる体制を整

備する方針であること。 

ｃ．体制の整備 

重大事故等発生時において重大事故等に対応するための体制とし

て、以下の基本方針に基づき整備する。 
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(a) 重大事故等対策を実施する実施組織及びその支援組織の役割分

担及び責任者などを定め、効果的な重大事故等対策を実施し得る

体制を整備する。重大事故等の原子力災害が発生するおそれがあ

る場合又は発生した場合に、事故原因の除去、原子力災害の拡大

防止及びその他の必要な活動を迅速かつ円滑に行うため、所長（原

子力防災管理者）は、事象に応じて緊急時体制（警戒体制、第１

種緊急時体制、第２種緊急時体制）を発令し、要員の非常召集、

通報連絡を行い、発電所に自らを本部長とする緊急時対策本部（以

下「発電所対策本部」という。）を設置して対処する。 

所長（原子力防災管理者）は、発電所対策本部の本部長として、

原子力防災組織の統括管理を行い、責任を持って原子力防災の活

動方針の決定をする。 

本部長の下に副本部長を設置し、副本部長は本部長を補佐し、

本部長が不在の場合は、副本部長あるいは、本部付の副原子力防

災管理者がその職務を代行する。 

発電所対策本部に、重大事故等対策を実施する実施組織として、

事故拡大防止に必要な運転上の措置を行う運転班（当直員を含む。）、

実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織として、事故拡

大防止の運転措置及び保安上の技術的支援を行う運転支援班、実

施組織が事故対策に専念できる環境を整える運営支援組織を編成

する。 

通常時の発電所体制下での運転、日常保守点検活動の実務経験

が発電所対策本部での事故対応、復旧活動に活かせ、組織が効果

的に重大事故等対策を実施できるよう、専門性及び経験を考慮し

た上で作業班の構成を行う。また、各班の役割分担、責任者であ
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る班長（管理職）を定め、指揮命令系統を明確にし、効果的な重

大事故等対策を実施し得る体制を整備する。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故等が発生した場合の原子

力防災組織において、その職務に支障をきたすことがないよう、

独立性が確保できる組織に配置（指令部の本部付）する。発電用

原子炉主任技術者は、重大事故等が発生した場合、重大事故等対

策における発電用原子炉施設の運転に関し保安監督を誠実かつ、

最優先に行うことを任務とする。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故時等において、発電用原

子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は、運転に従事する者（所

長を含む。）へ指示を行い、発電所対策本部の本部長は、その指

示を踏まえ方針を決定する。 

時間外、休日（夜間）に重大事故等が発生した場合、重大事故

等対策要員のうち緊急時対策本部要員は、発電用原子炉主任技術

者が発電用原子炉施設の運転に関する保安の監督を誠実に行うこ

とができるよう、通信連絡手段により必要の都度、情報連絡（プ

ラントの状況、対策の状況）を行い、発電用原子炉主任技術者は、

その情報連絡を受け、発電用原子炉施設の運転に関し保安上必要

な場合は指示を行う。 

発電用原子炉主任技術者は、連絡により発電所に非常召集する。

重大事故等の発生連絡を受けた後、発電所に駆けつけられるよう、

非常召集ルート圏内（薩摩川内市等圏内）に１号炉及び２号炉の

発電用原子炉主任技術者を２名配置する。 

発電用原子炉主任技術者は、重大事故等対策に係る手順書の整

備に当たって、保安上必要な事項について確認を行う。 
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(b) 実施組織を、運転班（運転員（当直員）を含む。）、保修班、安

全管理班及び土木建築班により構成し、必要な役割の分担を行い

重大事故等対策が円滑に実施できる体制を整備する。 

運転班は、運転員（当直員）の任務、事故拡大防止に必要な運

転上の措置、発電施設の保安維持を行う。 

保修班は、発電設備の応急復旧計画の策定及びそれに基づく措

置並びに消火活動を行う。 

安全管理班は、発電所及びその周辺（周辺海域）における放射

線量並びに放射性物質の濃度の状況把握、災害対策活動に従事す

る要員の被ばく管理、放射線管理上の立入制限区域の設定管理、

中央制御室及び緊急時対策所（指揮所）並びに緊急時対策所（緊

急時対策棟内）におけるチェンジングエリア設置を行う。 

土木建築班は、建物及び構築物の応急復旧計画の策定及びそれ

に基づく措置を行う。 

 

(c) 実施組織は、１号炉及び２号炉において同時に重大事故が発生

した場合において以下のとおり対応できる組織とする。 

発電所対策本部は、１号炉及び２号炉の同時被災の場合におい

て、本部長の指示により号炉ごとに指名した指揮者の指示のもと、

号炉ごとの情報収集や事故対策の検討を行う。 

実施組織である緊急時対策本部要員及び重大事故等対策要員を

発電所近傍に常時確保し、1 号炉及び２号炉の同時被災が発生した

場合においても、確保した重大事故等対策要員により、重大事故

等対処設備を使用して炉心損傷防止及び原子炉格納容器破損防止

の重大事故対策に対応できる体制とする。 
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実施組織は号炉ごとの指揮者の指示のもと、当該発電用原子炉

に特化して情報収集や事故対策の検討を行い、重大事故等対策を

実施する。 

１号炉及び２号炉の同時被災の場合でも情報の混乱や指揮命令

が遅れることのないよう通報連絡者を配置し、原子力災害特別措

置法に定められた通報連絡先へ連絡するともに、通報連絡後の情

報連絡は情報連絡者が管理を一括して実施する体制を構築するこ

とで円滑に対応できる体制とする。 

発電用原子炉主任技術者は、原子炉ごとに選任する。担当号炉

のプラント状況把握及び事故対策に専念することにより、１号炉

及び２号炉の同時被災を想定した場合においても指示を的確に実

施する。 

１号炉及び２号炉の発電用原子炉主任技術者は、１号炉及び２

号炉同時被災時に、号炉ごとの保安監督を誠実かつ、最優先に行

う。 

また、実施組織による重大事故等対策の実施に当たり、号炉ご

とに選任した発電用原子炉主任技術者は、発電所対策本部から得

られた情報に基づき重大事故等の拡大防止又は影響緩和に関し、

保安上必要な場合は、運転に従事する者（所長を含む。）へ指示

を行い、事故の拡大防止又は影響緩和を図る。 

 

(d) 発電所対策本部には、支援組織として技術支援組織と運営支援

組織を設ける。 

技術支援組織は、事故拡大防止のための運転措置の支援及び保

安上の技術的支援を行う運転支援班で構成する。運転支援班は、
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重大事故等発生時に炉心損傷へ至った場合において、プラント状

態の把握及び事故進展の予測、パラメータの監視、パラメータが

あらかじめ定められたしきい値を超えた場合に操作を実施した場

合の実効性及び悪影響の評価並びに操作の優先順位を踏まえた操

作の選定を行い実施組織へ実施すべき操作の指示を行う。 

運営支援組織は、総括班、広報班、総務班及び原子力訓練セン

ター班で構成し、必要な役割の分担を行い実施組織が重大事故等

対策に専念できる環境を整える。 

総括班は、発電所対策本部の運営、情報の収集、災害状況の把

握、関係官庁及び関係地方公共団体への通報連絡、燃料貯蔵状況

の管理並びに各班へ本部指令事項の連絡を行う。 

広報班は、関係地方公共団体の対応、報道機関の対応及び避難

者誘導（展示館来館者）を行う。 

総務班は、本部構成員の動員状況の把握、要員と資機材の輸送

車手配及び運搬、防災資機材の整備、輸送及び調達、緊急医療対

応、正門の出入管理並びに要員に対する食料の調達配給を行う。 

原子力訓練センター班は、避難者の誘導（原子力訓練センター

見学者）を行う。 

これらの各班は、各班の役割を実施し、実施組織が重大事故等

対策に専念できる環境を整える。 

 

(e) 所長（原子力防災管理者）は、警戒事象（原子力災害対策特別

措置法第 10 条の可能性がある事故、故障等又は自然災害発生）に

より緊急時体制を発令し、重大事故等対策要員及び緊急時対策本

部要員の非常召集連絡を行い、所長（原子力防災管理者）を本部
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長とする発電所対策本部を設置する。その中に実施組織及び支援

組織を設置し重大事故等の対策を実施する。 

時間外、休日（夜間）においては、重大事故等が発生した場合、

速やかに対策の対応を行うため、発電所内又は発電所近傍に緊急

時対策本部要員及び重大事故等対策要員を常時確保し、体制を強

化する。 

非常召集の要員への連絡については、緊急呼出システムを活用

するとともに、バックアップとして社員寮その他必要な箇所に衛

星携帯電話設備を配備することで要員との連絡及び要員の非常召

集を行う。なお、地震により緊急呼出システムが正常に機能しな

い等の通信障害によって非常召集連絡ができない場合でも地震（発

電所周辺地域において、震度５弱以上の地震）の発生により発電

所に自動参集する体制を整備する。 

重大事故等が発生した場合に速やかに対応するために実施組織

として必要な要員は、原子力防災組織の統括管理及び全体指揮を

行う全体指揮者、号炉ごとの統括管理及び号炉ごとの指揮を行う

指揮者並びに通報連絡を行う通報連絡者の緊急時対策本部要員４

名、運転操作指揮を行う当直課長及び当直副長、号炉間連絡、運

転操作助勢を行う当直主任、運転員及び運転操作対応を行う運転

員の当直員 12 名、初動の運転対応及び保修対応を行う重大事故等

対策要員（初動）20 名（以下「初動対応要員」という。）、初動

後の保修対応を行う重大事故等対策要員（初動後）の 16 名（以下

「初動後対応要員」という。）の合計 52 名を確保する。なお、号

炉ごと指揮者は、重大事故等対策の初動後対策において、必要に

応じて現場の指揮を行う。 
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また、火災発生時の初期消火活動に対応するため、初期消火活

動要員についても発電所に常時確保する。 

重大事故等が発生した場合、重大事故等対策要員のうち初動対

応要員は、中央制御室に参集するとともに、緊急時対策本部要員

と初動後対応要員は、緊急時対策所（指揮所）又は緊急時対策所

（緊急時対策棟内）に参集し、通報連絡、給水確保及び電源確保

等の各要員の任務に応じた対応を行う。 

重大事故等の対応については、高線量下の対応においても、社

員及び協力会社社員を含め要員を確保する。 

当社社員と協力会社社員の現場での対応については、請負契約

のもと、それぞれがあらかじめ定められた業務内容をそれぞれの

責任者の下で行うこととする。必要に応じて作業の進捗について、

当社と協力会社の責任者間で相互連絡を取り合うようにする。 

病原性の高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染

症等が発生し、所定の重大事故等対策要員に欠員が生じた場合は、

休日、時間外（夜間）を含め重大事故等対策要員の補充を行うと

ともに、そのような事態に備えた重大事故等対策要員の体制に係

る管理を行う。 

重大事故等対策要員の補充の見込みが立たない場合は、原子炉

停止等の措置を実施し、確保できる要員で、安全が確保できる原

子炉の運転状態に移行する。 

また、あらかじめ定めた連絡体制に基づき、時間外、休日（夜

間）を含めて必要な要員を非常召集できるよう、定期的に通報連

絡訓練を実施する。 
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(f) 重大事故等対策の実施組織及び支援組織の各班の機能は、上記

(b)項及び(d)項のとおり明確にするとともに、各班に責任者であ

る班長及び副班長を配置する。 

 

(g) 発電所対策本部における指揮命令系統を明確にするとともに、

指揮者である本部長の所長（原子力防災管理者）及び班長が欠け

た場合に備え、代行者と代行順位をあらかじめ定め明確にする。 

所長（原子力防災管理者）は、全体指揮者となり原子力防災組

織を統括管理し、１号炉及び２号炉の同時被災時は各号炉ごとの

指揮者を指名する。号炉ごと指揮者のもと重大事故等対策を実施

する。 

本部長の所長が欠けた場合は副本部長（副原子力防災管理者）

の次長（技術）を代行とし、さらに副本部長の次長（技術）が欠

けた場合は、同副本部長（副原子力防災管理者）の次長（環境広

報）あるいは、本部付の副原子力防災管理者が代行とすることを

あらかじめ定める。 

実施組織及び支援組織の各班には責任者である班長（課長）を

配置し、班長が欠けた場合に備え、あらかじめ代行順位を定めた

副班長（課長又は副長）を配置する。 

 

(h) 実施体制が実効的に活動するための施設及び設備等を整備する。 

重大事故等が発生した場合において、実施組織及び支援組織が

定められた役割を遂行するために、関係箇所との連携を図り迅速

な対応により事故対応を円滑に実施することが必要なことから、

以下の施設及び設備を整備する。 
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支援組織が、必要なプラントのパラメータを確認するための緊

急時運転パラメータ伝送システム(SPDS)及び SPDS データ表示装置、

発電所内外に通信連絡を行い関係箇所と連携を図るための統合原

子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備（テレビ会議シス

テムを含む。）、衛星携帯電話設備及び携帯型有線通話装置を備

えた緊急時対策所（指揮所）又は緊急時対策所（緊急時対策棟内）

を整備する。 

実施組織が、中央制御室、緊急時対策所（指揮所）又は緊急時

対策所（緊急時対策棟内）及び現場との連携を図るため、携帯型

有線通話装置、無線通話装置（携帯型）及び衛星携帯電話設備を

整備する。また、照明の電源が喪失し照明が消灯した場合でも、

迅速な現場への移動、操作及び作業を実施し、作業内容及び現場

状況の情報共有を実施できるようヘッドライト及び懐中電灯等を

整備する。 

 

(i) 支援組織は、発電用原子炉施設の状態および重大事故等対策の

実施状況について、原子力施設事態即応センターに設置する本店

対策本部等の発電所内外の組織への通報及び連絡を実施できるよ

うに衛星携帯電話設備及び統合原子力防災ネットワークに接続す

る通信連絡設備を配備し、広く情報提供を行うことができる体制

を整備する。  

発電用原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状況に係る

情報は、発電所対策本部の総括班にて一元的に集約管理し、発電

所内で共有するとともに、本店対策本部と発電所対策本部間にお

いて、衛星携帯電話設備、統合原子力防災ネットワークに接続す
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る通信連絡設備及び緊急時運転パラメータ伝送システムを使用す

ることにより、発電所の状況及び重大事故等対策の実施状況の情

報共有を行う。また、本店対策本部との連絡を密にすることで報

道発表、外部からの問い合わせ対応及び関係機関への連絡を本店

原子力防災組織で構成する本店対策本部で実施し、発電所対策本

部が事故対応に専念でき、かつ、発電所内外へ広く情報提供を行

うことができる体制を整備する。  

 

(j)  重大事故等発生時に、発電所外部からの支援を受けることがで

きるように支援体制を整備する。  

発電所において、警戒事象、特定事象、又は原子力災害対策特

別措置法第 15 条第１項に該当する事象が発生した場合、原子力防

災管理者は、それぞれの区分により直ちに緊急時体制を発令する

とともに発電本部部長（原子力管理）へ報告する。  

発電本部部長（原子力管理）は、発電所対策本部の本部長から

発電所における緊急時体制発令の報告を受けた場合、直ちに社長

に報告し、社長は本店における緊急時体制を発令する。発電本部

部長（原子力管理）は、本店原子力防災組織で構成する本店対策

本部を設置するため、本店緊急時対策要員を非常召集する。  

社長は、本店における緊急時体制を発令した場合、速やかに原

子力施設事態即応センターに本店対策本部を設置し、原子力部門

のみでなく他部門も含めた全社大での体制にて原子力災害対策活

動を実施するため本店対策本部長としてその職務を行う。なお、

社長が不在の場合は副社長又は執行役員がその職務を代行する。

本店対策本部長は、本店対策本部の設置、運営、統括及び災害対
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策活動に関する総括管理を行い、副本部長は本部長を補佐する。

本店対策本部各班長は本部長が行う災害対策活動を補佐する。  

本店対策本部は、発電所対策本部が事故対応に専念できるよう、

情報の収集及び災害状況把握を行う総括班、事故拡大防止措置の

支援を行う原子力技術班、外部電源や通信連絡設備に関する支援

を行う復旧支援班、自治体及びプレス対応を行う広報班並びに資

機材及び食料の調達運搬を行う支援班から構成され、原子力施設

事態即応センターに参集し活動を行う。  

本店対策本部長は発電所における災害対策の実施を支援するた

めに、原子力災害対策特別措置法第 10 条通報後、原子力事業所災

害対策支援拠点の設営準備に向け、あらかじめ選定している派遣

要員を本店対策本部に召集するなど必要な準備の開始を本店対策

本部総括班長（発電本部部長（原子力管理））に指示する。  

本店対策本部長は、その後の事態進展を踏まえ、原子力事業所

災害対策支援拠点の設置が必要と判断した場合、あらかじめ選定

している施設の候補の中から放射性物質が放出された場合の影響

等を勘案した上で原子力事業所災害対策支援拠点を指定し、必要

な要員を派遣するとともに、災害対策支援に必要な資機材等の運

搬を実施する。  

本店対策本部は、他の原子力事業者及び原子力緊急事態支援組

織へ技術的な支援が受けられる体制を整備する。  

 

(k) 重大事故等発生後の中長期的な対応が必要になる場合に備えて、

本店対策本部が中心となって社内外の関係各所と連係し、適切か

つ効果的な対応を検討できる体制を整備する。  



 1.0-41

重大事故等発生時に原子炉格納容器の設計圧力及び温度に近い

状態が継続する場合等に備えて、機能喪失した設備の保守を実施

するための放射線量低減及び放射性物質を含んだ汚染水が発生し

た際の汚染水の処理等の事態収束活動を円滑に実施するため、平

時から必要な対応を検討できる協力活動体制を継続して構築する。  
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表 1.0.1 重大事故等対策における手順書の概要（14／ 20）  

1.14 電源の確保に関する手順等 

方
針
目
的 

 
電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の

破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するため代替電源（交流）、代替電源（直流）、代替所内電気設備から給電するための手順等を

整備する。 

 

代
替
電
源
（
交
流
）
か
ら
の
給
電 

 
全交流動力電源が喪失した場合は、以下の手段により非常用高圧母線へ代替電源（交流）

から給電し、電圧計により受電確認する。 
・ 大容量空冷式発電機から受電準備を行ったのち大容量空冷式発電機を起動し給電す

る。 
・ 他号炉のディーゼル発電機等の交流電源が非常用高圧母線の電圧にて健全であるこ

とを確認した場合、号炉間電力融通ケーブルを使用し、給電する。予め布設した号炉

間融通ケーブルが使用できない場合は、配備している予備ケーブル（号炉間電力融通

用）を使用し給電する。 
・ 発電機車（中容量発電機車又は高圧発電機車）から受電準備を行ったのち発電機車

（中容量発電機車又は高圧発電機車）を起動し給電する。 
 
代替電源の給電手順の優先順位は、大容量空冷式発電機、号炉間融通ケーブル、発電機

車（中容量発電機車又は高圧発電機車）、予備ケーブル（号炉間電力融通用）の順で使用

する。 
 

代
替
電
源
（
直
流
） 

か
ら
の
給
電 

 
全交流動力電源が喪失した場合は、蓄電池（安全防護系用）により非常用直流母線へ給

電し、蓄電池（安全防護系用）の電圧が低下する前までに、蓄電池（重大事故等対処用）

により非常用直流母線へ給電する。全交流動力電源喪失発生後、１時間以内を目安に中央

制御室及び隣接する１次系継電器室で不要直流負荷の切離しを行い、８時間以内を目安に

現場で不要直流負荷の切離しを行う。また、蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池（重大事

故等対処用）の電圧が低下する前までに、蓄電池（３系統目）からの直流給電を実施する。

蓄電池（重大事故等対処用）又は蓄電池（３系統目）の電圧が低下する前までに、直流電

源用発電機及び可搬型直流変換器により給電する。 
 

対
応
手
段
等 

代
替
所
内
電
気
設
備

に
よ
る
給
電 

 
所内電気設備が共通要因で機能を失った場合、少なくとも１系統は機能の維持及び人の

接近性を確保するために、大容量空冷式発電機から重大事故等対処用変圧器受電盤及び重

大事故等対処用変圧器盤により、また発電機車（中容量発電機車又は高圧発電機車）から

変圧器車及び可搬型分電盤により原子炉を安定状態に収束するために必要な負荷へ給電す

る。 
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負
荷
容
量 

 
大容量空冷式発電機の必要最大負荷は、想定される事故シーケンスのうち最大負荷とな

る、「全交流動力電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCPシール LOCA」である。上記
の想定事故シーケンスにて使用する補機が機能喪失した場合に、重大事故等対処設備によ

る代替手段を用いた場合においても最大負荷以下となる。大容量空冷式発電機は必要最大

負荷以上の電力を確保することで、原子炉を安定状態に収束するための電力を供給する。

さらに、大容量空冷式発電機の電源裕度及びプラント設備状況（被災状況、定期検査中等）

に応じたその他使用可能な負荷へ供給する。 
 号炉間融通は、ケーブルの送電容量を考慮した負荷の範囲内で供給する。 
 発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機車）は、プラント監視機能等を維持するため

に必要な最低限度の負荷へ給電する。 
 

悪
影
響
防
止 

 
 号炉間電力融通ケーブルは、通常運転中は、遮断器及びケーブルにより隔離し、重大事

故等時のみ接続する。 

 大容量空冷式発電機や発電機車（中容量発電機車又は高圧発電機車）、号炉間電力融通

ケーブル又は予備ケーブル（号炉間電力融通用）を使用した号炉間融通により電源を給電

する際、中央制御室で受電後の大型補機の自動起動を防止するため、大型補機の操作スイ

ッチを「切引ロック」又は「切」にする。 

 受電後の蓄電池の充電による水素発生防止のため、外気取入れ手動ダンパを「開」とし、

蓄電池室排気ファン（重大事故等対処用）の起動及び蓄電池室（３系統目用）の空調機器

の起動により、蓄電池室の換気を行う。 

 

成
立
性 

 
所内直流電源設備から給電されている 24 時間以内に、発電機車（中容量発電機車又は

高圧発電機車）、直流電源用発電機により、十分な余裕を持って可搬型代替電源（交流）

を非常用直流母線に繋ぎ込み給電する。また、常設代替電源設備である大容量空冷式発電

機についても 24時間以内に十分な余裕を持って給電する。 

 

作
業
性 

 
暗闇でも視認性がある操作対象遮断器の識別表示を行う。 
 

配
慮
す
べ
き
事
項 

燃
料
補
給 

 
大容量空冷式発電機、発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機車）又は直流電源用発

電機への給油は、定格負荷運転における燃料補給作業着手時間となれば燃料油貯蔵タンク

及びタンクローリを用いて実施する。その後の給油は、定格負荷運転時における給油間隔

を目安に実施する。重大事故等時７日間運転継続するために必要な燃料（重油）の備蓄量

として、「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」及び「1.13 重大事故等の収

束に必要となる水の供給手順等」に示す燃料（重油）も含め、燃料油貯油そう（約 108k 、

２基）、燃料油貯蔵タンク（約 147k 、２基）、大容量空冷式発電機用燃料タンク（約 20k 、

１基）を管理する。 
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表 1.0.2 重大事故等対策における操作の成立性（４／５）  

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

移動式大容量ポンプ車及び放水砲による使用済燃料ピット

への放水 
1.12 にて整備する。 

取水用水中ポンプ用発電機への燃料（重油）補給 保修対応要員 6 1 時間 20 分 1.13 

使用済燃料ピット及び復水タンク補給用水中ポンプ用発電

機への燃料（重油）補給 
保修対応要員 6 1 時間 20 分 

保修対応要員 1 

大容量空冷式発電機による代替電源（交流）からの給電 
運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 

15 分 

保修対応要員 6 
号炉間電力融通ケーブルを使用した号炉間融通による代替

電源（交流）からの給電 運転員等 
（中央制御室、現場） 

4 

1 時間 25 分 

保修対応要員 3 
発電機車（高圧発電機車）による代替電源（交流）からの

給電 運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 

1 時間 50 分 

保修対応要員 5 
発電機車（中容量発電機車）による代替電源（交流）から

の給電 運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 

2 時間 40 分 

保修対応要員 20 
予備ケーブルを使用した号炉間融通による代替電源（交流）

からの給電 運転員等 
（中央制御室、現場） 

4 

3 時間 

保修対応要員 2 受電後操作 
（充電器盤（安全防護系用、重大事故等対処用及び３系統

目蓄電池用）の受電操作） 運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 

1 時間 42 分 

保修対応要員 1 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給

電 運転員等（中央制御室） 1 
10 分 

蓄電池（重大事故等対処用）による代替電源（直流）から

の給電 
運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 25 分 

蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電 
運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 20 分 

保修対応要員 5 
直流電源用発電機及び可搬型直流変換器による代替電源

（直流）からの給電 運転員等 
（中央制御室、現場） 

2 

2 時間 

保修対応要員 5 
代替所内電気設備による給電（大容量空冷式発電機） 

運転員等（現場） 1 
40 分 

代替所内電気設備による給電（発電機車） 保修対応要員 8 6 時間 

大容量空冷式発電機用燃料タンクへの燃料（重油）補給 保修対応要員 6 1 時間 55 分 

高圧発電機車への燃料（重油）補給 保修対応要員 6 1 時間 20 分 

中容量発電機車への燃料（重油）補給 保修対応要員 6 1 時間 20 分 

直流電源用発電機への燃料（重油）補給 保修対応要員 6 1 時間 20 分 

1.14 

燃料油貯油そうへの燃料（重油）補給 保修対応要員 6 1 時間 55 分 
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1.14 電源の確保に関する手順等 

1.14.2 重大事故等時の手順等 

1.14.2.2 代替電源（直流）による給電手順等 

（1） 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 

全交流動力電源喪失時は、蓄電池（安全防護系用）により、非常

用直流母線へ代替電源（直流）を自動で給電する。このため、蓄電

池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電を確認し、

必要な負荷へ24時間以上にわたり非常用直流母線への代替電源（直

流）から給電するためにプラントの状態監視等に必ずしも必要では

ない不要な直流負荷（以下「不要直流負荷②」という。）の切離し

手順を整備する。 

 

a. 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失により、交流電源から非常用直流母線への

給電が母線電圧等にて確認できない場合。 

 

b. 操作手順 

蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電及

び不要直流負荷②の切離し手順の概要は以下のとおり。概略図を

第1.14.17(1)図に、タイムチャートを第1.14.17(2)図に示す。 

① 当直課長は、手順着手の判断基準に基づき、運転員等及び

保修対応要員に蓄電池（安全防護系用）を使用した給電確認

及び交流動力電源が復旧する見込みがない場合、不要直流負

荷②の切離しを指示する。 

② 運転員等は、中央制御室で蓄電池（安全防護系用）による



 1.14-2 

給電が自動動作となるため、自動動作の状況を非常用直流母

線の電圧計により確認する。 

③ 運転員等は、全交流動力電源喪失発生後約１時間以内を目

安に中央制御室で不要直流負荷②の切離しを実施する。 

④ 保修対応要員は、全交流動力電源喪失発生後約１時間以内

を目安に中央制御室に隣接する１次系継電器室で不要直流負

荷②の切離しを実施する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の中央制御室対応は１ユニット当たり運転員等１名、現場

対応は１ユニット当たり保修対応要員１名にて実施し、所要時間

は約10分と想定する。操作場所は中央制御室及び隣接する１次系

継電器室とする。円滑に作業できるように、移動経路を確保し、

可搬型照明を整備するとともに、暗闇でも視認性がある操作対象

遮断器の識別表示を行う。室温は通常運転状態と同程度である。 

（添付資料1.14.1、 1.14.2）  

 

（ 2） 蓄電池（重大事故等対処用）による代替電源（直流）からの給電 

全交流動力電源喪失時に、蓄電池（安全防護系用）により、直流

母線電圧が許容最低電圧値（108V）以上を維持できない場合（約７

時間後）は、蓄電池（重大事故等対処用）から給電を行うことで、

必要な負荷へ24時間以上にわたり非常用直流母線への代替電源（直

流）から給電する手順を整備する。あわせて、プラントの状態監視

等に必ずしも必要ではない不要な直流負荷（以下「不要直流負荷③」

という。）の切離し手順を整備する。 
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a. 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に直流電源用発電機及び可搬型直流変

換器の準備が完了するまでに、直流母線電圧が許容最低電圧値

（108V）以上を維持できない場合。 

 

b. 操作手順 

蓄電池（重大事故等対処用）による代替電源（直流）からの給

電及び不要直流負荷③の切離し手順の概要は以下のとおり。概略

図を第1.14.18図に、タイムチャートを第1.14.19図に示す。 

① 当直課長は、手順着手の判断基準に基づき、運転員等に蓄

電池（重大事故等対処用）を使用した給電及び不要直流負荷

③の切離しを指示する。 

② 運転員等は、中央制御室で蓄電池（重大事故等対処用）に

よる給電を実施する。 

③ 運転員等は、中央制御室で直流母線電圧により、電源が確

保されていることを確認する。 

④ 運転員等は、全交流動力電源喪失発生後８時間以内を目安

に現場で不要直流負荷③の切離しを実施する。 

 

c. 操作の成立性 

上記の中央制御室対応は１ユニット当たり運転員等１名、現場

対応は１ユニット当たり運転員等１名にて実施し、不要直流負荷

③の切離しの所要時間は、約20分と想定する。操作場所はインバ

ータ室及び補助建屋内とし、不要直流負荷③切離し後蓄電池にて

24時間にわたり電力の供給を実施する。（不要直流負荷③切離し
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後の負荷にて、約22時間給電可能） 

円滑に作業できるように、移動経路を確保し、可搬型照明、通

信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性がある操作対象遮

断器の識別表示を行う。室温は通常運転状態と同程度である。 

（添付資料1.14.3、 1.14.4）  

 

（ 5） 優先順位 

全交流動力電源喪失時に、自動動作により給電される蓄電池（安

全防護系用）に加え蓄電池（重大事故等対処用）は、事象発生から

約１時間以内を目安に速やかに不要直流負荷②の切離しを実施し、

８時間以内を目安に速やかに不要直流負荷③の切離しを実施するこ

とで、24時間以上にわたって直流電源を確保可能であることから第

１優先で使用する。 

全交流動力電源喪失時に、中央制御室及び隣接する１次系継電器

室での手動操作により給電される蓄電池（３系統目）を使用するこ

とにより、24時間以上にわたって直流電源を確保可能であることか

ら第２優先で使用する。 

全交流動力電源喪失時に、常設の蓄電池による代替電源（直流）

からの給電は、24時間以降に電圧が低下するため、それまでに直流

電源用発電機及び可搬型直流変換器を準備し、同発電機から代替電

源（直流）から給電することにより長期に渡る直流電源を確保可能

であることから、第３優先で使用する。 
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第 1.14.17(1)図  蓄電池（安全防護系用）による直流電源からの給電

概略系統 

 

 

 

 

 

 

第 1.14.17(2)図  蓄電池（安全防護系用）による直流電源からの給電
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1 6

経過時間(時間）

2 4 53

手順の項目 要員（数）

1
運転員等
（中央制御室）

保修対応要員 1

蓄電池（安全防護系
用）による代替電源
（直流）からの給電

約１時間
不要直流負荷②切離し

自動給電
 開始
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第 1.14.18図  蓄電池（重大事故等対処用）による直流電源からの給電 

概略系統 

 

 

約２０分

備考
2 12

経過時間(時間）

4

蓄電池（重大事故等対
処用）による代替電源
（直流）からの給電

6 8 10

手順の項目 要員（数）

1

1
運転員等
（中央制御室）

運転員等
（現場）

蓄電池（重大事故等対処用）
からの給電

約７時間
蓄電池（重大事故等対処用）による
代替電源（直流）からの給電開始

不要直流負荷③切離し

 
 

第 1.14.19図  蓄電池（重大事故等対処用）による直流電源からの給電 

タイムチャート 
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電路：２系統

可搬型直流変換器

○：受電時遮断器 「入操作」

×：受電時遮断器 「切操作」

□ ：通常遮断器 「入」

× ：通常遮断器 「切」

D1 RC/C

1,200Ah×1組

Ｂ蓄電池
（安防護全系用）
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D RC/C

充電器

※

EL.13.3ｍ
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第 1.14.19(1) 図  蓄 電 池 （ ３ 系 統 目 ） に よ る 直 流 電 源 か ら の 給 電   

         概略系統 

 

 

 

 

 

 

Ａ直流C/C電源盤Ａ直流C/C
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D1 RC/CC1 RC/C
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Ａ蓄電池
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EL.＋10.0ｍ

EL.＋20.3ｍ

2,400Ah×1組

C1 RC/C

蓄電池（重大事故等対処用）
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第 1.14.20図  直流電源用発電機及び可搬型直流変換器による代替電源

（直流）からの給電 概略系統 
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EL.-9.0ｍ

計
装
用
電
源
装
置

（３
系
統
目
用
）

…

3,000Ah×1組

蓄電池（３系統目）

D RC/C

充電器

※

※

3系統目蓄電池用
直流C/C電源盤



 1.14-9

 
 

 

第 1.14.25 図  直流電源喪失に対する対応手順 

充電器盤による 
直流給電 

No 

24 時間以内に 

交流動力電源が回復するか 

Yes

凡例 

     ：操作、確認       ：別フロー 

     ：プラント状態     ：判断 

     ：重大事故等対処設備による手順 

全交流動力電源喪失 

No 

交流動力電源が復旧したか 

Yes

直流電源用発電機、 
可搬型直流変換器準備開始 

蓄電池（重大事故等対処用）による給電開始 

８時間以内を目安に不要直流負荷③切離し 

24 時間以内に直流電源用発電機、 

可搬型直流変換器による給電開始 

直流電源用発電機、 
可搬型直流変換器準備完了 

直流母線電圧が 108Ｖに低下 

（約７時間） 

第 1.14.17 図  

全交流動力電源機能喪失に 

対する対応手順より 

蓄電池（３系統目）による給電及び 

必要負荷への切替え 

（蓄電池（安全防護系用）による自
動給電開始） 

Yes

直流母線電圧が 108Ｖに低下したか

No 

蓄電池（安全防護系用）による給電開始 

約１時間以内を目安に不要直流負荷②切離し 
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不要直流負荷②切離し操作 
 

【不要直流負荷②切離し】 

 

１．作業概要 

全交流動力電源喪失時において、交流動力電源が復旧する見込みがない場合、全交流動力電

源喪失発生後約１時間以内を目安に中央制御室及び隣接する１次系継電器室で不要直流負荷切

離しを実施する。 

 

２．必要要員数及び作業時間 

  必 要 要 員 数：１名／ユニット（中央制御室） 

１名／ユニット（現場） 

  作業時間（想定）：中央制御室 約 10分 

：現場 約 10 分 

 

３．作業の成立性 

アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリー内蔵型であり、事故環境下に

おいてもアクセス可能である。照明のバッテリーが切れた場合においても、作業

員はヘッドライト等を携行していることから事故環境下においてもアクセス可能

である。 

作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバ

ッテリー内蔵型であり、事故環境下においても作業可能である。照明のバッテリ

ーが切れた場合においても、作業員はヘッドライト等を携行していることから事

故環境下においても作業可能である。 

作 業 性：通常運転時に行うスイッチ操作、遮断器（ＮＦＢ）操作と同じであり、容易に操

作可能である。 

連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも中央制御室の運

転員と直接口頭で連絡をとることができる。 

 

 

添付資料 1.14.1-(1) 

不要直流負荷②切離し操作（現場） 

 
不要直流負荷②切離し操作（中央制御室） 
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不要直流負荷②切離し操作の成立性について 
 
 
不要直流負荷②切離し操作は、全交流動力電源喪失発生後約１時間以内を目安に中央制御室及び

隣接する１次系継電器室にて実施する。中央制御室での切離しは運転員等が遠隔切離しスイッチ操

作にて実施し、隣接する１次系継電器室での切離しは保修対応要員が遮断器（ＮＦＢ）操作にて実

施する。 
運転員等は、全交流動力電源喪失発生後、中央制御室にて大容量空冷式発電機からの給電準備・

起動操作を実施し、大容量空冷式発電機からの受電に失敗した場合は、電源回復操作を試みる。中

央制御室での電源回復操作は、連続的に実施しているものではないことから、遠隔切離しスイッチ

による切離し操作についても対応可能である。また、この操作は通常運転時に行うスイッチ操作と

同じく簡易な操作であり、所内電気盤に設置された２つの遠隔切離しスイッチにて行うため１０分

以内で実施可能である。 
保修対応要員は、全交流動力電源喪失発生後、現場にて大容量空冷式発電機起動確認を実施し、

大容量空冷式発電機からの受電に失敗した場合、現場にて電源回復操作を試みる。電源回復操作を

試みても短時間で電源が回復しなかった場合、可搬型計測器の取付けのため１次系継電器室へ移動

し、可搬型計測器取付けを実施するが、全交流動力電源喪失発生から１時間経過時においては、計

測に必要な電源は蓄電池（安全防護系用）により供給されており、可搬型計測器取付けの必要はな

いため、不要直流負荷②の切離し対応は可能である。また、この操作は通常運転時に行う遮断器（Ｎ

ＦＢ）操作と同じく簡易な操作であり、１次系継電器室内に設置されているＡ又はＢリレー室直流

分電盤にて行うため１０分以内で実施可能である。 
なお、蓄電池（重大事故等対処用）からの給電は、原則的にＡ直流母線にのみに給電するため、

トレンＡの不要直流負荷②の切離しを優先して実施する。 

 

添付資料 1.14.1-(2) 
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切離し対象遮断器（ＮＦＢ） 
（Ｂリレー室直流分電盤） 

遠隔切離しスイッチ（中央制御室） 
１次系継電器室 

Ｂリレー室直流分電盤

Ａリレー室直流分電盤

Ａリレー室直流分電盤 

Ｂリレー室直流分電盤 

切離し対象遮断器（ＮＦＢ） 
（Ａリレー室直流分電盤） 

切離し 

切離し 

添付資料 1.14.1-(3) 
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不要直流負荷②切離しリスト 
 

１Ａ計装用交流分電盤 

用途名称 給電対象 操作場所 備考 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１Ｒ
ＳＳＣ Ａ）（１） × 中央制御室 

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１Ｒ
ＳＳＣ Ａ）（２） × 中央制御室 

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１Ｒ
ＳＳＣ Ａ）（３） × 中央制御室 

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

 

１Ａリレー室直流分電盤 

用途名称 給電対象 操作場所 備考 

１号原子炉トリップしゃ断器盤（Ａ） × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、原子炉トリ

ップしているため不要 

１A水素再結合器盤（将来設置） × １次系継電器室 将来設置のため不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１Ｒ

ＳＳＣ Ａ）（１） × １次系継電器室

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１Ｒ

ＳＳＣ Ａ）（２） × １次系継電器室

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要

１Ａ３原子炉ソレノイド用直流分電

盤・トレン A ○ １次系継電器室 加圧器逃し弁の電源 

１Ａ１原子炉ソレノイド用直流分電

盤・トレン A × １次系継電器室

重大事故等時の対応負荷がないため不

要 
なお、主蒸気逃し弁用電源が含まれるが

現場操作のため不要

１Ａ２原子炉ソレノイド用直流分電

盤・トレン A × １次系継電器室
重大事故等時の対応負荷がないため不

要 

１Aモニタライト用電源 × １次系継電器室
モニタライト表示のテスト用電源のた

め不要 

１A 換気系ソレノイド用直流分電盤・
トレンＡ × １次系継電器室

全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため換気系の出入口ダンパ用

電源は不要 

１号電気式タービン保安装置盤 × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、タービント

リップしているため不要 

１Ａ制御用空気圧縮機現場盤 × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため不要

１号１次系補助リレーラックトレン A ○ １次系継電器室
タービン動補助給水ポンプ制御回路の

電源

１号換気系補助リレーラックトレン A × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため不要

１Ａ－ＲＣＰ母線計測盤ＣＨ－Ⅰ × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため不要

１号重大事故等対処用入出力盤（常用） ○ １次系継電器室  
１号重大事故等対処用制御盤（常用） ○ １次系継電器室  
                          

○：ＮＦＢ「入」確認                        
                         ×：ＮＦＢ「切」または「切」確認 

添付資料 1.14.2-(1) 
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不要直流負荷②切離しリスト 
 

１Ｂ計装用交流分電盤 

用途名称 給電対象 操作場所 備考 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１Ｒ
ＳＳＣ Ｂ）（１） × 中央制御室 

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１Ｒ
ＳＳＣ Ｂ）（２） × 中央制御室 

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１Ｒ
ＳＳＣ Ｂ）（３） × 中央制御室 

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

 

１Ｂリレー室直流分電盤 

用途名称 給電対象 操作場所 備考 

１号原子炉トリップしゃ断器盤（Ｂ） × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、原子炉トリ

ップしているため不要 

１Ｂ水素再結合器盤（将来設置） × １次系継電器室 将来設置のため不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１Ｒ

ＳＳＣ Ｂ）（１） × １次系継電器室

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１Ｒ

ＳＳＣ Ｂ）（２） × １次系継電器室

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ

しており不要 
工学的安全施設作動信号は、全交流動力

電源喪失により補機起動不能であるた

め不要 
１Ｂ３原子炉ソレノイド用直流分電

盤・トレンＢ 〇 １次系継電器室 加圧器逃し弁の電源 

１Ｂ１原子炉ソレノイド用直流分電

盤・トレンＢ × １次系継電器室

重大事故等時の対応負荷がないため不

要 
なお、主蒸気逃し弁用電源が含まれるが

現場操作のため不要 

１Ｂ２原子炉ソレノイド用直流分電

盤・トレンＢ × １次系継電器室
重大事故等時の対応負荷がないため不

要 

１Ｂモニタライト用電源 × １次系継電器室
モニタライト表示のテスト用電源のた

め不要 

１Ｂ換気系ソレノイド用直流分電盤・

トレンＢ × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため換気系の出入口ダンパ用

電源は不要 

１号電気式タービン保安装置盤 × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、タービント

リップしているため不要 

１Ｂ制御用空気圧縮機現場盤 × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため不要 

１号１次系補助リレーラックトレンＢ ○ １次系継電器室
タービン動補助給水ポンプ制御回路の

電源

１号換気系補助リレーラックトレンＢ × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため不要

１Ｂ－ＲＣＰ母線計測盤ＣＨ－Ⅱ × １次系継電器室
全交流動力電源喪失により、補機起動不

能であるため不要

１号重大事故等対処用入出力盤（後備） ○ １次系継電器室  
１号重大事故等対処用制御盤（後備） ○ １次系継電器室  
                          

○：ＮＦＢ「入」確認 
                         ×：ＮＦＢ「切」または「切」確認 

添付資料 1.14.2-(2) 



 1.14-15

 不要直流負荷③切離し操作 
 

【不要直流負荷③切離し】 

 

１．操作概要 

  全交流動力電源喪失時、長期間の電源喪失に備えるため、直流電源の延命処置として、全交流

動力電源喪失発生後８時間以内を目安に不要直流電源負荷切離しを行う。 

 

２．必要要員数及び操作時間 

必 要 要 員 数：１名／ユニット 

操作時間（想定）：約20分 

 

３．操作の成立性 

アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリー内蔵型であり、事故環境下に

おいてもアクセス可能である。長時間経過し照明のバッテリーが切れた場合にお

いても、ヘッドライト・懐中電灯等を携行していることから事故環境下において

もアクセス可能である。管理区域へのアクセスはＣＣＷポンプ室の境界扉を使用

しアクセス可能である。 

作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバ

ッテリー内蔵型であり、事故環境下においても作業可能である。長時間経過し照

明のバッテリーが切れた場合においても、ヘッドライト・懐中電灯等を携行して

いることから事故環境下においても作業可能である。 

操 作 性：通常運転時に行う遮断器操作と同じであり、容易に操作可能である。 

連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、安全補機開閉

器室及びＣＣＷポンプ室に有線通話装置を布設することにより連絡可能である。 

 

 

 

不要直流負荷③切離し操作 
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１Ａ計装用交流分電盤 １Ｃ計装用交流分電盤 
用途名称 給電対象 操作場所 

負荷 
（VA）

備考 用途名称 給電対象 操作場所 
負荷 
（VA）

備考 

電圧計 ― ― ―  電圧計 ― ― ―  

原子炉保護系計器ラックチャンネルⅠ（ＰⅠ） ○ Ａ・Ｃインバータ室 1,760.9  原子炉保護系計器ラックチャンネルⅢ（ＰⅢ） ○ Ａ・Ｃインバータ室 1,694.9  

原子炉保護系計器ラックＲＩＯ盤 × Ａ・Ｃインバータ室 0

プラント状態過渡期には、広く監視が必
要であるが、事故時監視については PⅡ
ラックにて監視可能なため長期的には
不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１ＲＳＳＣ
Ａ）（１） 

× Ａ・Ｃインバータ室  0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１ＲＳＳＣ
Ａ）（１） 

× Ａ・Ｃインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１ＲＳＳＣ
Ａ）（２） 

× Ａ・Ｃインバータ室  0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号炉外核計装盤Ⅲ（制御） × 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１ＲＳＳＣ
Ａ）（２） 

× Ａ・Ｃインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号炉外核計装盤Ⅲ（計装） × 
Ａ・Ｃインバータ室 0

出力領域中性子束検出のみであるため
監視が不要 

１号炉外核計装盤（制御） ○ 

１号炉外核計装盤（計装） ○ 
Ａ・Ｃインバータ室 600.0  １号放射線計装盤（１ＲＭＳ－３） × Ａ・Ｃインバータ室 0

全交流動力電源喪失によりサンプリン
グ用ポンプの電源がないため不要 

１号放射線計装盤（１ＲＭＳ－１） × Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失によりサンプリン
グ用ポンプの電源がないため不要 

１号放射線計装盤（１ＲＭＳ－ＰＡＭ１） ○ Ａ・Ｃインバータ室 289.1  

１号原子炉保護用水平地震計（Ⅰ）（1VC-586） × Ａ・Ｃインバータ室 0
原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

原子炉盤 ○ Ａ・Ｃインバータ室 185.6  

原子炉盤 ○ Ａ・Ｃインバータ室 176.3  ＲＴＧ補助盤Ｃ × Ａ・Ｃインバータ室 0
プラント状態過渡期には、広く監視が必
要であるが、事故時に監視するパラメー
タがないため不要 

ＲＴＧ補助盤Ａ × Ａ・Ｃインバータ室 0
プラント状態過渡期には、広く監視が必
要であるが、事故時に監視するパラメー
タがないため不要 １Ｃ－１計装用交流分電盤 × Ａ・Ｃインバータ室 0

原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

１Ａ－１計装用交流分電盤 × Ａ・Ｃインバータ室 0
原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

１号１次系補助リレーラックトレンＡ × Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１Ａディーゼル発電機制御盤 × Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

 

１Ｃ－３計装用交流分電盤 × Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１Ａ－２計装用交流分電盤 ― ―  
 １Ａ安全補機室圧力制御換気現場盤（ＬＢＶ
４４） 

× Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１号使用済燃料ピット周辺線量率計電源
切換盤（常用） 

○ 20.0  
 
原子炉・タービン発電機補助盤Ｅ（常用） ○ Ａ・Ｃインバータ室 53.4  

 
１号ほう酸補給タンク温度計（１ＴＩＴ
－２１０） 

× 

A/B+5m 
ほう酸タンク廻り

0
重大事故等時に温度監視が必要でない
ため不要 

 
１号原子炉保護用水平地震計（Ⅲ）（1VC-588） × Ａ・Ｃインバータ室 0

原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

１Ａアニュラス空気浄化設備換気現場盤（Ｌ
ＢＶ２３） 

× Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

 
1Ａ中央制御室外原子炉停止盤 × Ａ・Ｃインバータ室 0

重大事故等時の中央制御室外原子炉停
止盤での監視はないため不要 

１号放射線計装盤（１ＲＭＳ－５） ○ Ａ・Ｃインバータ室 563.8  

 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１ＲＳＳＣ
Ａ）（３） 

× Ａ・Ｃインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号原子炉安全保護盤トレンＡ（１ＲＳＳＣ
Ａ）（３） 

× Ａ・Ｃインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

 

中央制御室空調系統現場盤（ＬＢＶ３３） × Ａ・Ｃインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

原子炉盤モニタライトＡ ○ Ａ・Ｃインバータ室 29.0  
 
１Ｃ－ＲＣＰ母線計測盤ＣＨ－Ⅲ × Ａ・Ｃインバータ室 0

全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１号格納容器水素パージ盤Ａ ○ Ａ・Ｃインバータ室 2.3  １Ｂ主給水制御弁開度計 × Ａ・Ｃインバータ室 0
重大事故等時に監視するパラメータで
はないため不要 

１号使用済燃料ピット計器収納箱Ａ ○ Ａ・Ｃインバータ室 814.8      

合計負荷容量（ＶＡ） 3,967.1  合計負荷容量（ＶＡ） 2,223.0  

計装用電源負荷電流換算（Ａ） 31.8  計装用電源負荷電流換算（Ａ） 17.8  

○：ＮＦＢ「入」確認 
×：ＮＦＢ「切」または「切」確認   

 

○：ＮＦＢ「入」確認 
×：ＮＦＢ「切」または「切」確認 
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１Ｂ計装用交流分電盤 １Ｄ計装用交流分電盤 

用途名称 給電対象 操作場所 
負荷 
（VA）

備考 用途名称 給電対象 操作場所 
負荷 
（VA）

備考 

電圧計 ― ― ―  電圧計 ― ― ―  

原子炉保護系計器ラックチャンネルⅡ（PⅡ） ○ Ｂ・Ｄインバータ室 1,664.3  原子炉保護系計器ラックチャンネルⅣ（ＰⅣ） ○ Ｂ・Ｄインバータ室 1,801.8  

原子炉保護系計器ラックＲＩＯ盤 × Ｂ・Ｄインバータ室 0

プラント状態過渡期には、広く監視が必
要であるが、事故時監視については PⅡ
ラックにて監視可能なため長期的には
不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１ＲＳＳＣ
Ｂ）（１） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１ＲＳＳＣ
Ｂ）（１） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１ＲＳＳＣ
Ｂ）（２） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号炉外核計装盤Ⅳ（制御） ○ 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１ＲＳＳＣ
Ｂ）（２） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

１号炉外核計装盤Ⅳ（計装） ○ 
Ｂ・Ｄインバータ室 600.0  

１号炉外核計装盤Ⅱ（制御） ○ １号放射線計装盤（１ＲＭＳ－４） × Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失によりサンプリン
グ用ポンプの電源がないため不要 

１号炉外核計装盤Ⅱ（計装） ○ 
Ｂ・Ｄインバータ室 600.0  

１号放射線計装盤（１ＲＭＳ－ＰＡＭ２） ○ Ｂ・Ｄインバータ室 248.0  

１号放射線計装盤（１ＲＭＳ－２） × Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失によりサンプリン
グ用ポンプの電源がないため不要 

原子炉盤 × Ｂ・Ｄインバータ室 0
プラント状態過渡期には、広く監視が必
要であるが、事故時に監視するパラメー
タがないため不要 

１号原子炉保護用水平地震計（Ⅱ）（1VC-587） × Ｂ・Ｄインバータ室 0
原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

ＲＴＧ補助盤Ｄ × Ｂ・Ｄインバータ室 0
プラント状態過渡期には、広く監視が必
要であるが、事故時に監視するパラメー
タがないため不要 

原子炉盤 ○ Ｂ・Ｄインバータ室 348.0  １Ｄ－２計装用交流分電盤 ― 
A/B+13.3m 

アニュラス空気浄
化ファン前 

―  

ＲＴＧ補助盤Ｂ ○ Ｂ・Ｄインバータ室 164.7   
１Ｂ使用済燃料ピット排気装置換気現場
盤(ＬＢＶ４１) 

× 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１Ｂ－１計装用交流分電盤 × Ｂ・Ｄインバータ室 0
原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

 
１Ｂ格納容器内温度制御換気現場盤（Ｌ
ＢＶ３９） 

× 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１Ｂディーゼル発電機制御盤 × Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

 
使用済燃料ピット計器収納箱(ＴＢ－５
５) 

○ 

 

17.4  

１Ｂ中央制御室外原子炉停止盤 × Ｂ・Ｄインバータ室 0
重大事故等時の中央制御室外原子炉停
止盤での監視はないため不要 

１Ｄ－１計装用交流分電盤 ― 
A/B+5m 

ほう酸タンク廻り 
―  

１Ｂアニュラス空気浄化設備換気現場盤（Ｌ
ＢＶ２４） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

 １号使用済燃料ピット周辺線量率計 
電源切換盤（後備） 

○ 20.0  

１号１次系補助リレーラックトレンＢ × Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

 
 

１号ほう酸補給流量計(1FY-220A) × 0
重大事故等時に流量監視が必要でない
ため不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１ＲＳＳＣ
Ｂ）（３） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

 

 １号ほう酸注入タンク温度計(1TIC-902) × 0
重大事故等時に温度監視が必要でない
ため不要 

原子炉盤モニタライトＢ ○ Ｂ・Ｄインバータ室 27.8  
 
 

１ 号 ほ う 酸 急 速 注 入 ラ イ ン 流 量 計
(1FY-222A) 

× 

 

0
重大事故等時に流量監視が必要でない
ため不要 

１号格納容器水素パージ盤Ｂ × Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

 １Ｂ安全補機室圧力制御換気現場盤（ＬＢＶ
４５） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0
全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

１Ａ主給水制御弁開度計 × Ｂ・Ｄインバータ室 0
重大事故等時に監視するパラメータで
はないため不要 

 
多様化自動作動設備（ＤＡＡＳ） × Ｂ・Ｄインバータ室 0

全交流動力電源喪失により、補機起動不
能であるため不要 

合計負荷容量（ＶＡ） 2,804.8   １号使用済燃料ピット計器収納箱Ｂ ○ Ｂ・Ｄインバータ室 814.8  

計装用電源負荷電流換算（Ａ） 22.5  
 １号原子炉保護用水平/鉛直地震計（Ⅳ）
（1VC-583） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0
原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

１号原子炉安全保護盤トレンＢ（１ＲＳＳＣ
Ｂ）（３） 

× Ｂ・Ｄインバータ室 0

原子炉トリップ信号は、原子炉トリップ
しており不要  
工学的安全施設作動信号は、全交流動力
電源喪失により補機起動不能であるた
め不要（不要直流負荷②切離しにて切離
し済） 

原子炉・タービン発電機補助盤Ｅ（後備） ○ Ｂ・Ｄインバータ室 53.4  

１号原子炉保護用水平地震計（Ⅳ）（1VC-589） × Ｂ・Ｄインバータ室 0
原子炉トリップ用地震計の電源であり、
原子炉はトリップしているため不要 

１Ｃ主給水制御弁開度計 × Ｂ・Ｄインバータ室 0
重大事故等時に監視するパラメータで
はないため不要 

合計負荷容量（ＶＡ） 3,555.4  

計装用電源負荷電流換算（Ａ） 28.5  

○：ＮＦＢ「入」確認 
×：ＮＦＢ「切」または「切」確認 
 

 

○：ＮＦＢ「入」確認 
×：ＮＦＢ「切」または「切」確認 

添付資料 1.14.4-(2) 


